収益事業を行わない公益法人等に対する減免について

山形市では次の各号に該当するものに対し、市税条例第４０条の規定により法人市民税を減免しております。下記の減免申請手続きを行うことにより、今後納期限の到来する市民税について減免を受けることができます。
　
１　対象法人
・公益法人（収益事業を行うものを除く。）

　　　　法人税法第２条第６号に規定する法人
· 公益社団・財団法人、一般社団・財団法人で非営利型の法人　など
・地縁による団体（収益事業を行うものを除く。）
　　　　地方自治法第２６０条の２第１項の規定により市長から認可を受けた地縁団体

２　提出書類
（１）法人等の減免申請書
（２）定款、寄付行為、規則又は規約の写し
（３）事業報告書（注）
（４）収支決算書（注）
（注１）事業年度内の事業内容を示す「事業報告書」と「収支決算書」を提出してください。

（注２）決算が提出期限までに確定しないときは、「事業報告書」と「収支決算書」に代え、「事業計画書」と「収支予算書」を提出してください。決算が確定しましたら、「事業報告書」と「収支決算書」を提出してください。

３　減免申請書の提出期限
４月３０日（同日が土・日・休日の場合は翌平日が期限となります。）
　　
４　均等割申告書の提出及び納付について
前年４月１日から３月３１日までの期間中の均等割申告書（地方税法施行規則第２２号の３様式）を提出し、併せて税額を納付していただきます。減免が決定しましたら、納付金はお返しします。
　                 提出先及び問合せ先
　　                        〒 990－8540　山形市旅篭町二丁目３番２５号
　  　                      山形市財政部市民税課 諸税係　電話６４１－１２１２　内線３０３
